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◆障害者への合理的配慮が義務化されます の反対通知には該当しないとしてＸの請求を却下
令和6年4月1日から、改正された障害者差別解消 したため、Ｘが不服を申し立てたのが本件です。

法（障害を理由とする差別の解消の推進に関する ２.判決要旨
法律）が施行されます。 本件のように、株主が上記株主総会に先立って
１.改正内容 吸収合併等に反対する旨の議決権の代理行使を第

障害者から社会的障壁の除去について申し出が 三者に委任することを内容とする委任状を消滅株
あり、その実施に伴う負担が過重でない場合、従 式会社等に送付した場合であっても、当該委任状
前は事業者が障害者に対して合理的配慮を提供す が作成・送付された経緯やその記載内容等の事情
ることが努力義務とされていましたが、改正法の を勘案して、吸収合併等に反対する旨の当該株主
施行後は法的義務になります。 の意思が消滅株式会社等に対して表明されている

２.基本方針と想定事例 ということができるときには、消滅株式会社等に
合理的配慮の程度や内容については、個別に判 おいて、上記見込みを認識するとともに、上記機

断される必要がありますが、政府により基本方針 会が与えられているといってよいから、上記委任
が定められており、合理的配慮の提供義務違反と 状を消滅株式会社等に送付したことは、反対通知
なるかどうか想定事例が紹介されています。 に当たると解するのが相当である。

（合理的配慮義務違反になる例） これを本件についてみると、（中略）、本件賛
・筆記が困難なため受験時にデジタル機器の使用 否欄には「否」に〇印が付けられていたのである

を求める申出があったのに、必要な調整を行わ から、本件吸収合併に反対する旨の抗告人の意思
ず、前例がないことを理由に一律に対応を断る が本件委任状に表明されていたことは明らかであ
こと る。（中略）

・イベント会場の移動について支援を求められた 以上からすると、本件委任状の送付は、本件吸
のに「何かあったら困る」という抽象的な理由 収合併に反対する旨の抗告人の意思をＳ社に対し
で具体的に検討せずに支援を断ること て表明するものということができる。

（合理的配慮義務違反にならない例） ３.コメント
・飲食店における食事介助等を求められ、当該飲 議決権行使書面や電子投票ではなく、反対の意

食店が当該業務を事業として行っていないため 思を表示して委任状を返送する行為は、会社法上
に提供を断ること の反対通知には該当しないと解するのが通説とさ

・小売店において視覚障害者から店員の付添を求 れていました。
められ、混雑時のため付添ではなく買物リスト これに対し、本判決は委任状の返送による意思
を書き留めて商品を準備する旨提案すること 表示であっても、諸般の事情に照らし、株主の意

３.コメント 思が消滅株式会社等に対して示されたと認められ
努力義務から法的義務に変わったことによる影 る場合には、反対通知に該当し得る旨を明らかに

響は推移を見守る必要がありますが、そもそも障 しました。この反対通知は、後の価格決定申立て
害があるかどうかを起点に考えるのではなく、助 の申立要件でもあるため、本判決の判断は、実務
けを求めている人がいた場合に無理なく配慮可能 上大きな影響があると思われます。
かどうか検討する姿勢を保っていれば足りるので （弁護士友成、弁護士門屋）

はないかと考えます。 ✾✾✾法務トピックス✾✾✾
◇委任状の送付が組織再編に反対する旨の通知に ◆労働安全衛生規則の改正（令和6年2月1日施行）
該当するとして、株式買取請求権の行使が認めら 貨物自動車での荷の積み卸し作業に伴う、荷台から

れた事例（最一小判令和5年10月26日） の転落や墜落、崩れた荷物の下敷きになるといった

１.事案の概要 労働災害の発生リスクをなくすために、テールゲー

Ｓ社を吸収合併消滅会社とする吸収合併に関 トリフター（トラックの後ろ側に取りつけられる昇降機

し、Ｓ社の株主Ｘは、同社の勧誘に応じ、委任状 構）を活用する荷役作業において特別教育が義務化

の「否」の記載に丸印を付した上で返送しました。 され、教育を省略して作業を許可する事業者に対し

その後、上記合併が承認されたため、Ｘは、Ｓ ては、厳格な罰則が設けられました。貨物運送にお

社に対して株式の買取を求めましたが、協議が整 ける労働災害は年々増加傾向にあるため、ヘルメッ

わず対して価格決定の申立てをしました。名古屋 トの着用などと並んで、安全対策の一層の強化が必

地裁及び名古屋高裁は、委任状の送付は会社法上 要です。詳細は厚労省のＨＰをご参照下さい。
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本年4月1日に施行される改正障害者差別解消法の概要及び企業の吸収合併等に反対する株主の株式
買取請求権の行使要件に関する最高裁判例（令和5年10月26日）をご紹介します。

https://www.mhlw.go.jp/content/001108427.pdf

